Società per azioni amministratore di società per azioni ? by 泉田 栄一
- 93ー
株式会社は取締役となりうるか
泉 田 ~ 汗三二
1. はしがき
株式会社その他の法人が株式会社の取締役になりうるか否かについては，商
法上特別の規定が存在せず，学説に任せられている。この問題は古くから争い
のあったところであるが，最近再び議論する意義が生じて来た。それは，大企
業がその系列下にある各関係会社を育成し，その発展のために統制を実施する
とか，又は分権的管理として子会社を設立する現象が多くなった事に呼応する
ものである。これらの企業間で決定（計画〉の統ーを確保する手段としては，
支配会社が，従属会社の取締役に法人それ自体で選任され，その地位で自ら経
営に関与する方法と，支配会社がその支配力を通して，自己の取締役叉は従業
員等を従属会社の取締役に任命し，それらの者によって従属会社の経営を行な
う方法が考えられるO 実務では後者が圧倒的に多い。しかし決定統一の有効な
保証は前者であるO かくして前者の方法が法律上認められないかということが
再び間賞されるのである。
本稿では，株式会社は他の株式会社の取締役になれるかということに問題を
絞って検討してみることにする。実際上問題になるのは，右の場合に限られる
と思われるからである。
(1）企業系列の本質解明については，酒井安隆・企業と産業構造を参照されたい。
(2) 竜田節・現代法と企業（岩波講座現代法6)116頁。 なお最近の実態として，商法
改正研究会・会社法運用の実態とその分析11頁，公取委・「株式所有による経営関与
状況等に関する調査について」商事法務632号28頁参照。
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2. 従来の学説の態度
この問題に対しては否定するのが通説であるO しかし有力少数肯定説が存在
している。通説が法人は取締役となりえないとする根拠は以下の通りであるO
取締役の任務は個人的性質のものであること，活動を現実に担当する自然人の
人的個性が重要であること，取締役の地位は個人的信頼関係を基礎とする職務
の性質上，自然人に限ること，商法，証券取引法等において取締役自身に民事
責任を課すことによって会社経営の姿勢を正させようとする立法政策上の目的
が，法人を取締役にすることによって骨抜きになる恐れがあること，法人が会
社の機関となったとすれば，会社はその取締役たる法人の機関によって初めて
行動し得ることになり，機関のそのまた機関によって行動するというが如き，
極めて複雑迂遠な関係に立ち，機関制度を認めた趣旨にそぐわないことであ
るO これに対して，少数説の根拠は，理論上は取締役を自然人に限定する根拠
に乏しいということであるO 具体的には，商法第254条以下の規定だけからい
(1) 田中耕太郎・改訂会社法概論下巻386頁，津田利治・会社法の大意、上巻280頁，大住
達雄・「重役」経営法学全集5経営者8頁，西原寛一・会社法（商法講義IT）第2版
192頁，松田二郎・会社法概論25・208頁，鮫島真男・判例・通達中心実用株式会社法
r 3頁。なお鈴木竹雄・新版会社法131頁，八木弘・会社法（上） 272頁も否定説に賛
成するが，根拠不明。また株式会社は他の株式会社の取締役となることができないと
し寸法務省民事局長回答（昭和32年10月25日付〉がある。且つ刑事事件の判決である
が我が法制の体系は本来自然人を法人の役員となす主義をとって来たとし村が土功
組合（法人〉の評議員として選挙されたときは，その村の代表者を評議員とする趣旨
と解すべきであるとする判例がある（大判昭和2年5月19日刑集6巻190頁〉。
(2）上柳克郎「会社の能力」株式会社法講座第1巻89頁。
(3）大漬信泉・会社法要論217頁，石井照久・会社法上巻302頁。服部栄三・三訂会社法
原理83頁もこれに属していると言える。
(4）河本一郎・現代会社法 301頁。
(5) 西本・株式会社重役論 22頁。
(6）大隅健一郎・全訂会社法論中巻86頁，田中誠二・会社法詳論上巻440頁，大森忠夫
－新版会社法講義改訂版202頁，並木俊守・精説会社法300頁。
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えば，取締役を自然人に限定する根拠がないこと。法人が会社の発起人たりう
ることは，ほぼ異論なく承認されているのであるから，法人は会社成立後の会
社の機関ともなりうるのではないかということ。会社更生法は，信託会社，銀
行その他の法人は，更生管財人たりうると規定し（同法95条1項〉， この場合の
管財人は，会社の経営，財産管理等の職務権限を有するのであるから（同法53
条〉，法人が取締役となりえないとするいわれはないこと，及び通説は会社と取
締役との間に個人的信頼関係が存在するため，法人は取締役たりえないと主張
するが，その信頼関係とは，経営能力や経営手腕に対するそれであるから，こ
の種の信頼は，法人たる取締役の方が優れている場合が多く，通説の主張は妥
当でないこと，をその理由として挙げる。
3. 比較法的考察
株式会社が他の株式会社の取締役になりうるかとし、う問題に対して，英米法
と大陸法の聞に，共通の立場は認められなし、。また，英米法に属する諸国の法
の間でも，大陸法に属する諸国の法の間でも，共通の立場は存在していない。
但し，大陸法に属する国で， ドイツ法系の諸国は否定の立場を取り，フランス
法系の諸国は，肯定の立場を取る。
(A) 英米法に属する国の内，イギリス，オーストラリアは問題を肯定する。
しかし，インドは否定的立場を取り， アメリカ， カナダも同様であると言え
る。
(I) イギリスで，法人が他の会社の取締役になれるということを最初に認
めたのは， ReBulbwayo Market and Offices Co., Ltd. lにおける判決である。
事案は以下のとおりであるO 取締役の支配人の任免権限等を規定していた通常
(7) 武市春男・イギリス会社法 336頁。
(8) 星川長七・注釈会社法（4 )259・260頁，大野実雄・企業法の諸問題2頁。
(9）星川，前掲書259頁。
(1）〔1907)2 Ch. 458. 
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定款が特別決議により変更され，取締役をなくし，その代りに，会社の経営
は，支配人によること，最初の支配人は株式会社であるべきことが規定された。
これに対し，取締役を廃止し，無限責任を負う個人取締役の代りに，有限責任
の会社を用いるのは， ultraviresであるということと，それは取締役の責任を
期待する少数株主の特権を奪うものであるというこつの理由に基づいて，会社
を解散すべきであるという申立が起こされた。前者じっき，申立人は，会社は
知能も，思慮も，罰せられる能力も，良心も持っておらず，従って会社経営者
は個人でなければならぬこと，会社法は個人取締役のみを予想していること，
個人が任命されないと1862年会社法の刑事規定がむだになること，等を主張す
る。この主張に対し， Warrington判事は，取締役は会社であってはならない
と立法府が考えたという事を示す言葉は存在しておらず，従って，他の会社を
取締役とすることは ultrauiresではないとするO 結局実定法の解釈によって
問題を解決した。それ以来イギリスにおいては，法人は他の会社の取締役とな
りうるとさ孔 1凶年会社法第200条第2項（b）は，法人（corporatipn）が取締
役になった時は，その商号と登記した事務所すなわち本店とを取締役名簿に記
載すべきことを規定するO なお，ジェ γキンス会社法改正委員会は， 「法人が
取締役となることを認めるべきか」としづ諮問を法曹団体等に発して，その回
答をまとめているが，賛否はほぼ同数とのことであるO 賛成意見は濫用の事例
なきことを理由とするが，反対意見は取締役の個人的義務ないし責任という観
念は，会社運営の基礎となっており，また法人は個人と同ーの法的制裁に服し
えないことを理由に挙げるO その後ジェンキンス委員会の勧告の実施の第1段
階として1967年に会社法の一部改正がなされたが，第200条は依然有効であり，
(2) Palmer’s Company Law, 21th ed., p. 521 ;Gower, The Principles of Modern Com-
pany Law, 3rd ed., 1969, p. 129; Griffiths-Taylor, The Principles of Company 
Law, 6th ed., 1956, p. 215. 
(3) 星川長七，株式会社法の論理と課題269頁以下参照。但しジェンキンス委員会は廃
止すべきであると勧告した。 Gower,op. cit., p. 129 n.32. 
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イギリスでは，会社は取締役となりうるのである。
(II) オーストラリア会社法では，会社は他の会社の取締役であることがで
きるとされているO しかし，公募会社については3人以上，私会社については
1人以上の取締役の存在が必要とされているが (1961年会社法114条〉， 前者の場
合，そのうち2人以上の取締役が，通常的に連邦内に居住する自然人でなけれ
ばならず，また後者の場合には， 1人以上の取締役が同様の自然人でなければ
ならない（同法114条2項〉とされているので，会社の全取締役が他の会社によ
って占められるということは許されない。
(][) イγ ド会社法は，第253条で，法人は（公募会社であれ，私会社であ
れ〉会社の取締役に任命されえない旨を規定している。法人が取締役に任命さ
れえない理由として，会社法委員会は，法人は他の法人と信頼関係に立つこと
ができるけれども，取締役は自然人であるということは，一層よく，一層便利
であると述べているとのことである。
（町〉 アメリカでは， 7州が取締役は自然人に限られる旨を明文で規定して
いる。即ち，ペンシルパニア（Pa.,Purdon's Stat., 1967, tit. 13-15 § 1401), 
ネバダ（Nev.Rev. Stat. § 78, 115），アラカンサス（Ark.Stat. 1947, § 64-
401），フロリダ（Fla.Stat. Ann., § 608, 09), テネシー（Tenn.Code Ann. 
•§ 48-401）・の州会社法は，取締役は成年でなければならないと規定し，ジョー
ジヤ州（Ga.Code Ann. 1970, tit. 22 § 22-701 (c）と，ニューヨーク州（N.
Y. B. C. L. § 701）では， 21才以上でなければならないと規定されている。そ
の他の州法は，法人が取締役になれるか否かを規定しておらず，これらの州法
のこの問題に対する態度は，今までに判決されたただ三つの判例によって理解
(4）会社が特例私会社となるためには，法人が取締役であってはならないとされていた
が（1948年会社法129条2項（C）前段）， 1967年の会社法改正により，特例私会社制度の
廃止とともに，右の規定もなくなった。
'.5) Yorston and Brown, Company Law, 1962, p. 160. 
'.6) R. H. Pandia, The Companies Act, 1956 as amended by the Companies (amen-
dment) Act 1960, 1962, p.387. 
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しうるのみである。マサチューセツ州では， 1875年に EmersonWight v. Spr-
ingfield & New London Railroad Companyの判決で， この問題が取扱われ
た。本件では，個人的資格では株式の所有者ではない市長が（市は株主であ
る〉，取締役になれるかが問題となった。 Gray首席裁判官は，法律又は普通定
款で規定されていなければ，株式の所有を取締役の不可欠の資格にする法律原
則はないとし，法律は，市で選任された者が，総会で市を代表すると規定して
いるから，取締役を株主に制限するのは制定法の不当な解釈であるとして，絶
対的職務執行令状を発した。本件では，法人それ自身が取締役になれるのか明
確でなく，また取締役が株主であることを要求する会社では，法人が株主であ
れば，その代表者は，株主でなくとも，取締役になれるのかも明確ではない。
法人は法人の資格で，他の会社の取締役として活動できないと明言したのは，
コネチカット州の Chasev. Tuttleの判決が初めてであるO 本件も，前の事件
同様，株主でない者が取締役になれるか否かをめぐって争われたが，裁判所
は， 「ただ株主だけが選任資格があるということが正当である限り，必然、的な
推定は，すべての株主は選任資格があるということであるO しかし，貯蓄銀行
はその法人の資格で，他の会社の取締役として適切に行動することができない
(could not well act）故に，その業務執行役員又は主たる支配人が，株主であ
る」と判決した。その後ケンタッキ州の最高裁判所は， Kaye v. Kentucky 
Public Elevator C~. において， Corpus juris Secundurr 
用して， 「法人それ自身は，それが株式を所有する他の会社の取締役として活
動することができないから，前者の法人を代表し，その株式を議決することの
法的に権限を与えられた者が，そのように活動することができる」と述べてい
るO 従って，アメリカ法では法人は取締役となりえないと考えられているO ア
(7) 117 Mass. 226 (1875) 
(8) 12 A. 874 (1888) 
(9) 175 S. W. 2d 142 (1943) 
位。 19C. ]. S., Corporations, § 726 a. 
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リメカ法がこのような立場を取るのは，法人擬制説の結果であると思われるO
(12) 
もしそうだとすれば，同様に擬制説を取るイギリス法は，何故に反対の立場を
取るのか問題になるO イギリスでは，実在説か擬制説かの問題は，それが，法
の発展過程において裁判官に影響を与える場合を除いて法律家に直接的関係は
ないと云われており，前述した様にこの問題を裁判所は法人論の観点から取扱
っていなし、。これがアメリカ法とイギリス法の立場が異なる理由であると思わ
れる。
(V) カナダでは， Ontario州会社法が，取締役は21才以上の自然人でなけ
ればならない旨を規定しているO しかしカナダ会社法（Domimon Companies. 
Act）は，会社が他の会社の株式を所有している時は，その会社の役員が取締
役になる旨を定め， Manitoba州法も，また Saskatchewanリt十法も， 同様の旨
を規定しているO それ以外の州はこの間にどの様な態度を取っているか不明で
あるO
(B) 大陸法に属する諸国の間では， ドイツ法系とフランス法系との聞に明
確な態度の相違が見られるO
1. (I) ドイツ法系の基本的法系であるドイツ法では，古くは問題を肯定
する見解も存在した。 0.v. Gierkeは問題を肯定して，「法人はこの際いま一
度自己の生活法則に応じてその資格ある機関（Organ）によって代表される」
(1) 例リぇ ~i, M. Radin, The Endless Problem of Corporate Personality, 32 Columbia 
Law Review (1932) 643, 652, 653, 666; Comment，“Corporate Entity'' -Its limi-
tations as a m:eful legal conception, 36 Yale L. ]. (1926) 254, 255. 
岡本間輝雄「英法における法人理論」経済理論53号75頁以下参照。なお，イギリスに
おける法人論についての諸学説に関しては， W. Friedmann, Legal Theory 5th ed., 
1967, pp. 556 f.参照。
(13) Gower, op. cit., p. 4 not 7. 
(14) Fraser and Stewart, Handbook on Canadian Company Law, 5th ed., 1960, pp .
118£. 
(15) Fraser and Stewart, op. cit., p. 127. 
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と主張した。また Feine も，否定説は法人の行為無能力に関する普通法理論
(die gemeinrechtliche Theorie）の余効にほかならないものであると批判す
るO 彼によれば， Korperschaftはその機関を通して行為できるのであり，この
機関は二次的機関として，他の会社のために機関行為をなすのであるO しかし
通説は否定説であった。 Fischerは，取締役は自然人でなければならないとい
うことは，取締役とし、ぅ職務の本質から生ずると主張した。
かように学説の対立があったが， 1937年株式法は，第75条第1項で，法人は
取締役にも，また第86条第2項で監査役にもなれない旨を規定することによっ
て，通説を明確にし，立法的解決を与えた。この法律が自然人に限った根拠は
人的活動（einepersonliche T五tigkeit）を前提とする，職務の本質からであっ
認。 1鰯年株式法も，第76条第3項，第100条第1項で，自然人のみが，取締
役，監査役になりうる旨を引続き規定した。取締役に法人がなれない理由は，
政府草案理由書によれば，前述した理由と同じであるO Godin-Wilhelmiも，
取締役の職務の本質を説明して，「取締役は法人の行為者（der Handelnde）で
あるO 行為は人的活動を前提とするから，それ故取締役は今一度，再びただ自
然人によってのみ行為することができる他の法人であることができなし、」とす
る。
(1) 0. v. Gierke, Die Genossenschaftsteorie und die deutsche Rechtssprechung, 1887, 
S. 683. 
(2) Hans Erich Feine, Die Gesell~c~1aft mit beschrankter Haftung im dritten Band, ][ 
Abteilung des Handbuches des Handsrechts, herausgegeben von V. Ehrenberg, 1929, 
S. 473. 
(3) Rudolf Fischer, Die Personenvereinigungen im dritten Band, I Abteilung des Hand-
buches des gesamten Handelsrechts, herausgegeben von Ehrenkerg, 1916, S. 2 13£ . 
.(4) Schlegelberger=Quassowski=Herbig=GeBler= Hefermehl, Aktiengesetz, 3 Au日．
1939, § 75 Anm. 4 （取締役につきL§ 86 Anm. 11 （監査役につき）; Gadow-Hei-
nichen, Aktiengesetz, 2 Aufl. Bd I, 1961, § 75 Anm. 5, § 86 Anm. 5. 
'(5) Kropff-Bruno, Aktiengesetz, 1965, S. 97. 
•(6) Godin-Wlilhelmi, Aktiengesetz, 3 Au日.BdJI, 1967, § 76 Anm. 9. 
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概略的であるが， ドイツ法の問題に対する態度を見て来た。ドイツ法は，フ
ラγス法系とは反対に，一貫して法人は取締役になれないとしづ態度を取って
来た。そしてその根拠付けは，最初は法人論を巡って争われ，ついで，より具
体的に取締役の職務という性質に移ったものと理解できょう。日本の通説もド
イツも同様取締役の任務の個人的性質をその根拠の一つにしていることは前述
した。
(II) スイス債務法第707条は，第1項で，会社の取締役会（dieVerwaltung) 
は，株主である一人又は数人の社員から構成されると規定した後，第3項で
「法人又は商事会社が資本参加している時は，それ自身取締役会の構成員に選ー
任されえなし、。その代わりにその代表者が選任されうる」と規定しているO ス
イス法については最近の文献を閲読できなかったので， 1930年の Schaferの文
献により，スイス法を検討して見る。彼によれば，通説は法人は取締役になれ
ないということを自明のことと考えており，その根拠づけを一度もなしていな
い（但し，註10参照〉。古い理論は，法人擬制説によって影響を及ぼされた法人
の行為無能力によって法人取締役を否定した。ついで，行為無能力ではなく，
取締役の委任の信頼特徴に学者はその根拠を置くようになった。即ち，人的義一
(7) この欠点を填補する資料として GliozziE., Societ主dicapitali amministratore・ di 
societa per azioni? Rivista delle Societ主AnnoXIII-Fasc, 1., 1968, p.93s. 
(8) Alfred Schafer, Die Aktiengesellschaft als Mitglied und als Organ von Handels-
gesellschaften, 1930, Zurich, S. 138 f. 
(9) Schaferは，この理論の主張者として， VるIderndorff,Stier-Somlo, Ringを紹介し
ている。 Vgl.Schafer, A. a. 0., S. 139. 
倒 Schaferは，この理論の主張者として Fischer,Cahn, Lehmannを挙げる。その他
Brodmann, Passow, Bondiの見解をも紹介している。 Vgl.Schafer, A. a. 0., S. 140f. 
日本の通説のー 根拠は， Fischer等の見解と同じと言える。また， Gliozziによれば，
1936年の債務法以前に，取締役へ物的会社を任命することは，被経営会社で経営する
ことを認められた個人が，被経営会社に対しても，この会社の債権者に対しても個人
的に責任を負わない状態を許すものであることを明らかにし，そして取締役の人的責
任の意識が整然とした経営の保証を形成することを指摘して，物的会社を取締役に選
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務履行に高い価値を法律は置くが，法人はそれに答えないと主張した。かよう
な通説に対し，株式会社が取締役に選任されることを認める少数説が存在して
いた。この少数説はその根拠を経済的理由に置いた。即ち，大会社の成立は，
自然人と法人の対等化に導くものである。なぜ、なら，他の会社に資本参加して
いる法人が，その会社の取締役に選任される時は，経済関係の単なる説明であ
るカミらで、あると。
かような状態であった当時， Schaferは法人が取締役になれることを次の根
拠に基づいて主張した。即ち，あらゆる株式の同権（Gleichberechtigung）は株
式法の根本命題であるO 法律がそれにつき何も規定していないのに，事情によ
っては非常に重要な社員権でもある取締役の被選資格を，法人であるという理
由のみで、法人から奪うのは，右の命題に反すること。法人の権利能力は，原則
として自然人のそれと同一であり，受託者になりうるのであるから，法人は取
締役になれること。法人の行為無能力による法人取締役否定論は，法人の概念
と矛盾すること。取締役に未成年者，受刑年齢に達せぬ者，制限行為能力者が
選任されうるので，法人の行為無能力を理由として法人取締役を認めないなら
ば，その説明が困難になること。自然人と同様法人も経営業務執行を全権を与
えられた第三者に譲渡することはできないのであるが， 自然人が行為する時
は，機関としての自然人が行為するのであって，法人自身が法的に行為する取
締役として現われること。法人の刑事無責任による否定論に対しては，株式会
社は法律違反の際に罰せられない故に，何の行為もなせないというのは，不合
理であること。行為する機関がそれ自身自然人として取締役であったと同じ程
任しえないと主張した学説（v.Simoniusが唱えた〉があったとのことである。この
説は河本説と同じである。ところで，スイスでは，過去に於いて，代表者ではなく，
代表された法人が債務法第722条・ 754条の責任を負うとしみ見解が支持されたが，現
在の通説は代表者の個人的貴任を肯定するとのことである。 Gliozzi,op. cit., p. 147 
nota 92 
(l) Schafer, A. a. 0., S. 142. 
＜（也：） Schafer, A. a. 0., S. 144 f. 
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度の完全な範囲で責任を負担するから，その批判はあたらないこと。学説・判
例は，法人は発起人になりえ，その際刑事責任は機関が担うことができるとい
うことを認めるのに，何故に取締役の場合はそれができないと主張するのか理
解できないこと。取締役の地位は，取締役の倫理的なもの（dasEthische in 
der Person）による信頼地位であるとする見解（Brodmann）は，法人は倫理
的に無色であるから取締役になれないとするが，未成年者や制限的行為無能力
者が，取締役に選任されうるのとどう調和するか疑問であること。取締役の地
位の信頼部署を理由とする否定説に対しては，何故に法人（例えば国家・大銀
行〉よりも自然人を大いに信頼しなければならぬのか理解できないこと。むし
ろ商取引ではしばしば逆が実情であること。また法人はその職務の内容に属し
定評どおりその他の信頼職務を占めることができる全権利を行使することがで
きる（管財人・遺言執行人等〉ことを考えると，右の見解に賛成できないこと
以上を理由として上げているO しかしこの見解は多数を占めることができなか
った。
スイス連邦裁判所の1932年の判決も，株式会社が他の株式会社の取締役にな
れないものと判示した。かくして，スイスの立法者は，通説及び判例に従った
こと前述のとおりであるO
C:IO オーストリアの1965年3月31日の株式会社法は，第75条第2項で法人
は取締役に選任されえないと規定しているO
2 (I) フランス法系の基本的法系であるフランス法では，この問題につ
いて，二十世紀の始めに活発な論戦が展開された。論戦は主として，肯定論を
唱えた AlbertWahlに対する否定説を唱えた L色onLacourからの批判とい
(13) Recueil Officiel des arrels du Tribunal federal, vol. 48, I, p. 378 (Gliozz1, op. 
cit., p. 146) 
(1) 最初に肯定論を唱えた学者は， Houpin(C. Houpin, Societe anonyme-Admimstra-
teur-SocietιJourn. des societes, 1901, art. 1028 p. 385 et s.）とのことである。
(2) A. Wahl, Une soci配epeut-elle etre《gerante》 OU《administrateur》d’uneautre so-
ciete? Joum. Soc. 1905, art. 1466 p. 289 et s. （生憎この論文は入手しえなかった〉。
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う形でなされた。 Lacourは二つの理由から否定説を主張した。即ち，（1）自然
人取締役ならば科せられるはずの刑罰が法人取締役だと科せられないという
刑事責任論と，（2）観念的抽象的実体にあっては自然人取締役を選ぶときの様に
その人の能力を考慮することができないとしづ個性論である。しかし通説は
Wahl によって言明された見解に賛成した。それは Groupmentde soci白色
に対する益々頻繁の必要に由来するものであったO 現在では，会社が他の会社
の取締役になることの適法性を疑う者はなく，或る学者は， Lacourの見解を
次の様に批判しているO (1）刑事責任論による根拠づけは，法人が訴追されなく
とも，その代りに，その代表者一支配人叉は取締役ーが責任を負担するという
ことが以前から認められているので，あたらなし、。（2）会社は固有の人格，行為
能力，名声，専門的能力を所有しているO 従って，会社が取締役会に出席する
ことは，被経営会社のために相当な利益を提出すること。 ((3）暗示的，明示的
に法人が取締役になれる旨を認める条文が存在すること〉。
また，法人が他の会社の取締役になりうるためには，法人擬制説ではむり
で，法人実在説が有用であることが認識されていた。結局「他の会社の取締役
として会社を任命することが有効であるということの学説における輝かしい勝
利は，一方では，実際的平面では事実の圧力の作品であり，理論的平面では自
然人と法人の同一視の原則に対するこの時代の著者達の執着の作品であったJo,
他方，法人が取締役になれるということは，判例により，また黙示的に立法
(3) Lacour et B::.mteron, P活cisce Droit commercial, 2eed., 1921, T. Ip. 317. 
(4) Lacour以前にも否定説を唱えた法律家は存在した。 Gliozzi,op. cit., p. 97参照。
(5) 例えば Hamelet Lagarde, Traite de droit commercial, T. I., 1954, p. 761 n° 637. 
(6) J. et E. Escarra et J. Rault, Les societes commerciales, 1959, T. lV, n° 1367. 
(7) Gliozzi op. cit., p. 98f.参照。
(8) Vanhaecke, Les groupes de societes, p. 121. 
(9) Cass, 9 juillet 1885: D. P. 1886, I. 310等（BrunoOppetit, Le representant per－♂ 
mar.ent d’une personne morale administrateur d’une societe anonyme,J. C. P. 26fev. 
1969, Doctrine 2227, n°3 note 12. 
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者によっても承認されていたが， 1966年7月24日法は，明示的にこれを確認す
るとともに，それを認めることにより生ずる問題点につき立法的解決を与え
7こO
新法は，株式会社の経営組織に二つの形態、を採用した（その選択は定款による。
118条〉。かくして株式会社は取締役会によって経営される会社（89-117条〉と，
執行委員会と監査役会によって経営される会社（118-150条〉に区別される。前
者の場合，第91条は， 「（1）法人は，取締役に選任されることができる。その選
任に際しては，法人はー名の常任代表者（unrepresentant permanent）を指名
しなければならなし、。この代表者は，自己の名において取締役である場合と同
ーの要件および義務に服し，同一の民事および刑事責任を引受ける。但し，そ
の者が代表する法人の連帯責任を妨げるものではなし、。 (II）前項の法人がその
代表者を解任するときは，当該法人は同時にその補充を行わなければならな
い。」と規定するO 但し取締役会の社長は，自然人でなければならない（110条）。
他方，後者の場合は，第120条第2項で，「執行委員会の構成員または単一総支
配人は，自然、人である事を要し，これに反するときは選任は無効である」と規
定するが，監査役会の構成員については，第135条が第91条と同ーの規定をな
しているO 後者の制度は， ドイツの制度にならったものであるが，法人の監査
役を認める点でドイツ法と異なる。
法第91条は，理由報告書によれば，比較法の徹底的研究の後に起草された条
文であるO しかし Oppetitが正当に指摘する様に，常任代表者の制度はフラン
ス法に固有な一新法の特色の一つをなすー制度であるO 従って，新法の研究は
法人取締役を認める立場に立った場合，何故に常任代理制度を認めたか，また
この制度を採用した場合如何なる点が法律上問題になるかを明らかにしてくれ
側 article 12 1仁Idu 4 mars 1943, modifiant i’article 40 de la loi de 1867. この規定
の解釈は， ］.et E. Escarra et ]. Rault, op. cit., p. 25; Gliozzi, op. cit., p. 101 sgg. 
参照っ
(1) Opi;-etit, op. cit., n°4. 
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る。紙面の関係で三点だけここで触れることにするO (1）常任代表者制度に常任
的性格を認めたのは，過去に法人取締役を認めた結果，取締役会に特定の代表
者ではなく，各々の会議に異なった代表者を法人が派遣することによって，会
議がスムーズに運営されなかった経験を考慮して，代表がしばしば変わる不都
（時
合を救済するために設けられた制度で、あるO (2）常任代表者の任期，解任等と常
任代表者を収容する取締役会を持つ会社との関係については， 1967年3月23日
令が解決を与えているO 即ち「取締役に選任せられた法人により任命される常
任代表者の委任は，当該法人の委任と同一期間とするO その者は，法人取締役
に対する委任の各更新毎に確認せられなければならない（78条1項〉。法人がそ
の常任代表者を解任するときは，当該法人は遅滞なく会社に対し，書留郵便を
もって，その解任ならびにその新たな常任代表者の同一性を告知する義務を負
う。常任代表者の死亡または辞任の場合も同様である（同条2項）」と。（3）新規
定の根本的特色の一つを構成するものとして， (i）代表者が代表する法人の責任
と，（i)それと連帯する常任代表者の民事，刑事責任の規定がある。立法者はこ
の規定によって二つの目的を追求した。即ち（司代表者に直接的個人的責任を認
識させることによって，代表者にその職務を意識させることと，（b）取締役会社
と被経営会社の聞に常任代表者が介在したとしても，代表された取締役会社の
責任が軽減又は消滅しないということを明らかにすることであった。
(II) イタリア会社法は，法人が株式会社の取締役になりうるか否かについ
て沈黙している（私法典2535条・ 2458条・ 2459条参照〉。それ故伝統的学説は，長い
間，他の大陸法の学説と同様，法人の一般的能力を考察することから出発し
（回：） Oppetit, op. cit., n°5 ;Robert Treuillat, Le droit neuveau des societes commerciales 
1967, p. 305. 
(13) Oppetit, op. cit., n°5；この規定の作成経過については， Treuillat,op. cit., p. 305 
参照。
(14) 法人は刑事責任も常任代表者と連帯するかの解釈問題が生ずるが，ここでは元老院
の議論は否定見解であったということを指摘して割愛することにする。なお Oppetit,
op. cit., n035参照。
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た。そして，法人の特別の性質と両立し難き関係を除き，且つ立法者によって
課された制限を除き，法人は法規 (I’ordinament）が規律する全関係の所有者
になることができると解された。この前提の下に，法人が株式会社の取締役に
選任されることを認めない規定が存在するか否かが問われた。そしてかような
規定は存在せず，それ故法人は取締役になれると解されているO
かような見解に対して，最近，株式会社法の規定は法人取締役を認めるかと
いう実定法の解釈問題が問題なのであって，法人が取締役になる能力を持って
いるかどうかを確認することは問題ではないとして，伝統的学説を批判する学
説が表われ，この立場を支持する見解があるO この見解によれば，この物の見
方の変更は，株式会社の組織構造の本質的特徴を確定し，そしてその本質的特
徴が法人取締役を認めるか否かを調べる，今まで顧みられなかった，全く新し
い研究の必要を設定することになるO まず（1）物的会社を取締役に選任する総会
決議が有効か否かが問題になるO かような決議は，経営される会社の経営機能
を行使することを承認された個人を解任し，置換える権限を経営会社の総会に
帰属させることを認めることになるが， 私法典第2383条第3項（「取締役は…何
時でも，総会によって解任されうるものとする」〉との関係で，それは有効なのか問
題になるO この問題は，取締役（つまり経営機能を行使することを承認された
個人〉はそれが経営する会社の総会によってのみ解任されるということを第3
項がめざしているかとしづ様に再構成されうるO Gliozziは，取締役は社員の
共通利益としての会社の利益を追求することを義務づけられているO 総会に取
締役を解任する権限を与える規範は，この義務の執行を保証することに向った
ものであるO この義務の保証は，取締役が経営する会社の総会以外の者によっ
ても解任されうる状態では，妨げられるO それ故法人を取締役に選任する決議
（日，） Gliozzi, op. cit., p. 102 et s. 
(16) Gliozzi, op. cit., p. 93 s. 
(17) Ferri G. Le societa, 1971, s. 496. 
(18) Gliozzi, op. cit., p. 138 s. 
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は，法律違反であり，無効であると主張するO これに対し，同じく問題は実定
法の解釈とする立場に立ちながらも， Ferriは，この見解は少し皮相的である
とするO 彼によれば，法人の全現象が自然人に固有な個別的状態に移されねば
ならないとする言語分析者の理論的考えから出発すると，その様に解しえるが
しかし，法人の有機体理論（teorica organiα〉と，取締役は法人それ自体であ
車。
るとし、う観念から出発すると，そうではないとするO (2) Gliozziによれば，決
議無効の第二の理由は， 「証立証書において任命された最初の取締役について
の特例，および第2458条および第2459条の規定を除き，取締役の任命は総会に
属する」と規定する第2383条第1項によって承認、された原則との関係で生ず
る。彼によれば，取締役に経営の排他的権限を与えたことは，適当な経営者を
保証する制度を必要とさせるが，そのために立法者は取締役の選任資格を総会
のみに留保することによって，取締役候補者の比較を可能ならしめるメカニズ
ムを採用した。従ってこの制度に違反することができないが，物的会社を取締
役に選任する決議はその違反であるとするO なぜ、ならば，この場合，経営会社
の代表者は交替できるとし、う仮定によって，経営される会社の総会によって選
任されなかった個人が，選任されないのにかかわらず，この会社で経営機能を
行使することが適法であるとすることによって，被経営会社の経営機能を行使
することを適法とされた個人を交替する権限を経営会社の総会に与えるが故で
ある。（3）最後に， Gliozziは以下の理由で法人取締役を否定する。即ち，取締
役の責任に対する会社の訴権（2393条〉の危慎と， くよいそして聡明な商人の
勤勉さとともに行動する〉義務違反による会社債権者に対する取締役の人的責
任の危険（2394条〉は，経営権限を与えられた個人に，誠実且つ慎重な業務執叶
行をなす刺激を与えるO しかし物的会社を取締役の任務に選任する決議をなす
時は，被経営会社で経営機能を行使することを認められた個人が，被経営会社”
(1日 Ferri,op. cit., p. 497. 
側 Gliozzi,op. cit., p. 142 s. 
(21) Gliozzi, op. cit., p. 145 s. 
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。に対しでも，その会社の債権者に対しても，自己の行為を個人的に保証しない
状態を許すことになるから妥当ではないと。なぜ、なら，被経営会社も，その債権
者もただ経営会社に対してのみ訴訟を実行することができると解されるからで
倒
ある。河本教授もこれと同様の理由で、否定説に立っておられることは前述した。
ω 
他方 Ferriは，法人取締役否定の根拠を，株式会社制度に異なった制度を挿
入することの不可能性に置く。即ち，法人取締役を認めると，株式会社の組織
構造の中に，他の組織構造を挿入することとなる。しかし，それは，株式会社
の組織構造の厳格性が与えられており，かつまた取締役の独自の機能が与えら
れている以上，明示的規定なしには許されないとするO そして取締役には会社
企業の経営（lagestionedell' impresa sociale）が帰属するが，それは単なる決
議活動が問題なのではなくて，一時的かつ断続的な活動ではなく，永続的な活
動が問題であると述べているO 前の指摘は西原博士の見解と同趣旨で、あるO
CITO ベルギー法で、は，いかなる規定も自然人のみが株式会社の取締役に任
命されということを規定していないこと，および株式会社の性質は，株式会社
が他の株式会社の取締役になりうることを拒否するものではないとされ，法人
似 ）加）
取締役が認められている。ルクセンブ、ルグでも法人取締役は認められている。
スペインでは， 1951年7月17日の株式会社法において，草案とは反対に，自然
人に限定すべき旨が削除され，この点につき何も規定していなし、。そこで法人
紛
でもよいと解する学説がある。他方，メキシコ会社法第147条は「取締役また
土取締役構成員……の職務は個人的（personal）であって，代理人によって履
行することができない」と規定しているから，取締役は自然人でなければなら
(2) Gliozzi, op. cit., p. 146. 
(23) Ferri op. cit., p. 497 sgg. 
（叫 MarcellinRae, La Responsabilite civile des administrateurs, fondateurs et action-
nairs des societes anomymes, 1968, bruxelles, p. 37 note 47. 
・{25) Oppetit, op. cit., n°4. 
c{26) 中川和彦「スペイン株式会社法」海外商事法務調査会会報No.21,21頁。 Oppetit,op. 
cit., n°4. 
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ないと解されているO
4.私見
株式会社は他の株式会社の取締役になれるものと解する。
(1) 我国では従来法人実在説が商法上通説であると言われて来た。この立場
に立つ時は，法人は固有の意思と行為能力を与えられた実体として， 「理論的
には」取締役の職務に選任されうることになるO しかし，各種の法人学説は，
それぞれの時代の社会的背景のもとに，またそれぞれ主として法人のある側面
を分析，研究の対象としたものであるから，それら諸学説を漫然と同一平面に
並べて何説が正当かといった問題設定は誤りであるとする見解がしだし、に有力
となりつつあるO 他方，法人なる制度は，団体に対する法律関係を個人法的に
処理することにより，法律関係を単純明確にするための法技術と解して，法人
の技術性を強調する見解も有力で、ぁ：io比較法的にもこの見解は有力で、ぁJ3)'
私もこの見解に従う。かくして株式会社が他の株式会社の取締役になれるかを
問題にする時は，法人擬制説に立つと，又は法人実在説に立つと法人取締役は
認められるかとし、う問題設定は妥当ではなし、。法人の技術性を強調する見解
は，単に事実の指摘に留まるO 法人の法構造の内容は実定法に求めねばならず
(27) 中川和彦「メキシコ会社法の概要（その 5）」海外商事法務119号48頁。なお監査役
(comisario) 〔その職務は我商法の昭和25年改正前の監査役と同じ〕は，自然人であ
っても，法人あってもよいとされる。中川・（その6）前掲書120号42頁。
(1) 川島武宜，民法総則87頁以下。
(2）大隅健一郎「法人格否認の法理」会社法の諸問題増補版所収3頁，松田二郎，株式
会社法の理論135頁，森本滋「し、わゆる法人格否認の法理の再検討ト）」法律論叢89巻
2号13頁等。
(3）英米法以外の文献として，例えば Miiller-Freienfels,Zur Lehre vom sogenannten汁
Duschgriff“bei juristischen Personen im Privatrecht, AcP 156 (1957) 522, 529; 
Gliozzi, op. cit., p. 113 et s. ;Foyer, La personnalite morale et ses limites, 1960,_ 
Paris, p. 118. 
(4) この点につき Gliozzi,op. cit., p. 132 et s.参照。
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教義的体系ではなし、。即ち，当該の問題に即して言えば，法人に帰せられるX
としづ地位の機能と意義は，法人がXの地位にし、る以上，実定法で規定された
法人の機関がYの地位にいるということを前提とするものであり， Xの地位
は， Xの地位を示す法的事実とその真実の効果であるYの地位とし寸法的事実
の便利な理論的連関に仕えるものであると解されるから，問題解決は真の法律
関係であるYの地位の分析を必要とするものと解する。
(b) 現行法は，資本主義の発達に呼応して，株主総会中心主義を捨て，株主
総会の権限を縮少し，取締役の権限を著しく拡大し，その代わりに取締役の責
任を厳格化するに到っている。かような取締役の権限の拡大は，企業の慎重か
っ効率的経営のため，取締役内部における機関の分化を法定化せしめた。昭和
25年改正法は取締役の各自単独代表の原則を排し，取締役は取締役会なる会議
体を構成し業務執行に関する意思決定をなすにすぎないものとなし〈商法206
条〉，かかる会議体での決議の執行と会社代表をなす必要常設機関として代表
取締役を法定化する（商法261条1項〉に到った。
ところで，取締役会は業務実行権限をも有するか否かについては意見が分れ
ているO 肯定説に立つ時は，法人取締役を認めると不都合な場合も生じてくる
可能性があるが，否定説に従う時は，法人の代表者が月一固ないし二回開催さ
れる取締役会議に出席し，業務執行決議をするくらいなんらの支障もないもの
と思われるO それ故取締役の職務の個人的性質を根拠として法人取締役を否定
(5) 津田・前掲書261頁以下等。
(6）堀口亘・注釈会社法（4)334頁等。
(7) ドイツ株式法では，取締役の職務の人的活動性を理由に法人取締役を否定したが，
日本法と異なり，取締役会は一人又は数名の者からなる代表・業務執行機関（株式法
76条〉であることを見落すべきでない。フランス法も法人取締役を認めながら取締役
社長（新会社法110条1項〉と執行委員会構成員等（同法120条3項〉を自然人に限っ
たのは，その職務が会社の総指揮をなす（同法113条124条〉ことにあり，人的活動を
必要とするからである。また Ferriが法人取締役を否定した根拠の一つは，イタリア
会社法上取締役は決定機能以外の行為を必要としていたからで、あった。
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する見解は正当ではない。しかしこの主張は代表取締役の職務についてはあて
はまる様に思われるO
会社更生法第95条第1項は，信託会社，銀行，その他の法人が更生管財人た
りうる旨規定する。更生管財人の職務内容は，破綻した企業を再建するために
更生会社を経営しつつ更生計画案を作成するものであるから，管財人に最も必
要なのは，企業に対する経営的，再建的能力であるO この意味で同法は法人に
経営能力を肯定する。しかしこの規定から即立法者は会社更生法以外でも法人
取締役を肯定していると解すべきではない。株式会社の組織機構の検討を必要
とする。蓋し会社更生手続では窮境にあるが再建の見込のある株式会社につい
て，債権者，株主その他の利害関係人の利害を調整しつつ，その事業の維持更
生を図ることを目的とする（会社更生法1条〉から，その目的達成のため，管財
人は裁判所によって選任され（同法46条なお188条参照〉，その監督下にある（同法
98条ノ 2）が，株式会社法上では所有権の経営的機能は株主から切り離された
（商法230条ノ 2）とはし、え，取締役の選任と解任はまだ株主総会の専属事項で
あるからである。ところで，取締役の地位は個人的信頼関係を基礎とする職務
の性質上自然人に限るとする見解は我国のみならず外圏でも唱えられている。
株式会社に経営能力がなければ個人的信頼関係を問題にする意義がないが，前
述した様に会社更生法は法人の経営能力（経営手腕〉を肯定しているO 経営能
力は経営手腕と責任担保能力とから構成されると考えるが，後者の場合株式会
社たる取締役の方が優れている場合が多いと思われる。前者についても人的物
的要素から成る企業が自然人取締役の個人的能力を補い一情報収拾機構の利
用，経営エクスパ｛トの派遣等により一株式会社たる取締役の方がはるかに優
れている場合が多いと思う。かくして個人的信頼関係が問題となるO 法的には
この問題は，株主の信任を担荷する取締役の選任と及び株主の不信任による取
締役の解任というこつの制度がなお株主総会に制度的に保障されているか否か
の問題（株主総会の専管事項問題〉に換言できる。即ち会社取締役の代表者が
解任され，新代表者が取締役として派遣される場合，商法第254条第1項違反
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とならないか問題となるO 反対説（Gliozzi）も考えられるが，有効と考えるO
株主総会で選任せずに特定の者の指名した者を取締役とする場合は，特別規定
（会社更生法220条， 251条1項参照〉を必要とするのは言うまでもなし、。しかしこ
の場合株主が自己の意思で会社取締役を選任したのであって，資本の自主性を
認めた株式会社の本質に反するものではないと解されるからであるO 企業の経
歴・系列関係等によって企業の体質や個性は比較的把えやすく，総会はそのよ
うな会社が経営に参加するということに意義を見つけたわけで，それに反対す
べき根拠はない。それ故，会社取締役を選任した時は，その会社に会社がよい
と思う代表者を取締役に選任する権利と解任権を授けたものと解されるO しか
し会社取締役を解任する権利は依然株主総会に留保されているから，商法第
257条に違反するものではなし、。それ故取締役職務の個人的信頼関係を理由と
する否定説には左祖できない。
会社取締役の刑事責任には，法人に犯罪能力がないとする刑法理論に基づい
て，その事実行為をなした取締役等を罰する旨を定めた商法第499条の適用が
あるO 同条を法人たる発起人に限るべき根拠はない。他方，民事責任について
は，法人取締役否定説か弘法人取締役を認める時は，商法・証券取引法等に
おいて取締役自身に民事責任を課すことによって会社経営の姿勢を正させよう
とする立法政策上の目的が骨抜きになる恐れがあるとし、う批判がなされてい
るO 会社取締役は，自然人取締役と同様，民法の一般原則に基づき，会社取締
役を認める会社に対しては，債務不履行（商法254条3項（民法644条〉第254条ノ 2
違反による民法415条の適用〉又は不法行為としての責任を負い，第三者に対して
は，不法行為に基づく責任を負う。更に，商法上の特別責任（266条・266条ノ 3・
:280条ノ13）を負う外，証券取引法上の責任（21条22条24条ノりも負担する。と
ころで代表取締役は株式会社の代表機関として会社取締役の職務を実行するO
従って会社取締役が負う義務を忠実に履行することが，代表取締役が代表する
(8) Gegout Filiales et groupements de societか， p.200 (Glioz1, op. cit., p. 101）はこ
の様に解釈する。
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会社に負う義務の内容になるO それ故会社取締役を認める会社に対する会社取
締役の債務不履行は代表取締役の会社に対する債務不履行となる。また法人の
不法行為責任は，機関個人の不法行為責任を否定するものではない〈通説判例）
とされているから，代表取締役は第三者に対して個人的に不法行為責任を負担
するO 証券取引法第21条第1項・第3項は有価証券届出書，目論見書の虚偽記
載に対する役員の損害賠償責任を規定しているが，この責任は民法上は不法行
為責任，商法上は266条の 3に相当するものと解されている。従って同項に該
当する行為をなした会社取締役は右の責任を負うとともに代表取締役個人も責
任を負う。第24条の 2が規定する有価証券報告書等の虚偽記載等に対する役員
の損害賠償責任も，右と同様に解されうる。商法266条ノ 3の適用範囲，責任
の法的性質などについては，周知の様に，学説はことごとく対立しているO こ
こでは個々の問題にわたって検討をする余地がない。私は第266条ノ 3第1項
前後・後段ともに特殊な不法行為責任を規定したと解する見解に従いたし、。こ
の立場に立つ時は，第三者に対して会社取締役のみならず，代表取締役も個人
的に責任を負うことになるO 商法第266条第1項第5号の法令には，通説に従
って，善官義務や忠実義務を定めた規定（例えば商法第280条ノ13）が含まれ
るものと解す。第1号及至第4号の法的性質は，特殊な債務不履行的性質を有
伯）
する損害賠償責仕といえるO 会社取締役の行為が右の各号に該当する時は，会
社取締役が責任を負う。この場合，右の事実が，代表取締役の会社取締役であ
る会社に対する債務不履行を構成するかは問題のあるところであるが，肯定し
うるのではなかろうか。但し，純粋な債務不履行（民法415条〉とは構成されえ
(9) 民法第44条に定める法人の不法行為責任は，他人（機関個人）の不法行為に基づく
無過失責任であると解する見解（服部栄三，株式の本質と会社の能力 136頁）に賛成
する。
側大蔵省証券局企業財務第二課編，改正証券取引法解説129・130頁。
伯） 塩田親之・吉川義春，総合判例研究叢書商法白1)310頁以下。
ω 本間輝雄，注釈会社法（4)452頁，田中（誠〉前掲書484頁。
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ないであろう。商法第280条ノ13の資本充実の責任は，商法第192条の責任と同
趣旨であるO 法人取締役否定説といえども，発起人たる法人に第192条の適用
を肯定している。第280条ノ13の場合も，個々の解釈問題は法人取締役否定説
の第192条の解釈にならって解決しうると解すO 以上の考察より，取締役自身
に課した民事責任が法人取締役を認めることによって骨抜きになるということ
はありえないように思われる。
代表取締役以外の者が会社取締役の代表者として取締役会に出席できるかは
検討を必要とするO 代表取締役には法定代理に関する規定が類推適用されると
する見解もあるが，取締役会で取締役中から選任されるものであるから委任代
理に準じて取り扱うのが適当であろう。従って民法第104条が類推適用される。
次に会社取締役の職務は代理に親しむ行為か問題となる。取締役会に代理人に
よる出席を認めないのが通説であるO しかし会社取締役の場合は，会社取締役
選出はその代表者選任を会社自体に委ねたと解すること，代表と代理の区別は
あまり強調すべきでないこと，経営専門家の取締役会出席は，各取締役の叡知
と知識を集め，論義を尽すことによって最善の経営決定をねらう取締役会制度
に反しないことにより，代理人でも会社取締役の代表として取締役会に出席し
うるのではないかと考えるO 代理人たる会社代表者は民法第 107条第2項の類
推適用により代表取締役と同じ権利義務を会社と第三者に有す。次に代理人た
る代表者の行為により会社が不法行為責任を負うか否か，負う場合の法律構成
如何が問題となるO 民法第715条の適用も考えうるが，第44条（商法第261条第3
ω 野津務「代表取締役」株式会社法講座第3巻1110頁等。
（凶山口幸五郎，注釈会社法（4)367頁。田中（誠〉，前掲書468頁。
伺 フランスでは，常任代表者の選任権は presidentに属するとする説（Oppetit,op. 
cit., n°14）と取締役会に属すると説（Ripert-Roblot,Traite elementaire de droi 
comrr町 cial,1972, n°1269）とに分かれている。 日本で代表取締役に代表者決定権が
あるとする見解として，大野，前掲書12頁。職務が重大であることにより取締役会の
許諾を必要と解する。
(16) 川島・前掲書122頁，鈴木・前掲書141頁。
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項→第78条参照〉の類推適用が正当であると考える。理由は，代表者は取締役会
の自由な議論による意思決定のメンバーとして一応独立性があるから被用者と
いえないこと，及び会社代表者の代行として，会社の行為そのものをなすから
であるO かくして代表取締役以外の者の場合も，その民事責任は代表取締役の
場合と同様であるから，民事責任規定の無機能を理由とする反対説はこの場合
もあたらないと考えるO なるほど株式会社が他の株式会社の取締役になれるも
のと解する時は，極めて複雑迂遠な関係になることは否定できなし、。しかし単
に複雑になるという理由だけでは上の結論を否定する根拠とはなりえないであ
ろう。また株式会社の組織構造は厳格に維持されるべきものであるかもしれな
いが，株式会社たる取締役を認めることは，法形式的には他の組織構造を挿入
することにはならないと解される。そして法実質的にも，取締役制度を認めた
趣旨にそくやわないとは必らずしも言えないと考えるO 私はこのように解釈論と
して株式会社たる取締役を認めると考えるが，フランス法のごとき明文をもう
けることによって立法的解決をするのがよいと思う。株式会社取締役を認める
事の意義については Schaferが詳細に述べているのでその箇所を参照された
し、。
（日） Schafer, A. a. 0., S. 152ff. 
-116-
